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宇宙開発利用全般
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輸送システム

衛星技術 センサー等新技術輸送技術

－宇宙を支える：技術基盤の強化(開発・実証)・提供－

科学技術インフラ

利用ニーズ技術の橋渡し

安全保障

国富の拡大

国民生活・文化向上

国際的プレゼンス
の向上

国家存立の礎

宇宙外交

※背景の大きな黄色矢印は、将来分野を開拓する「宇宙を知る」が、技術として成熟させる「宇宙を支える」を経て、現実的に広く利用
される「宇宙を使う」につながるイメージを表現

※右側の水色の矢印は、宇宙開発利用が一体となって、安全で豊かな社会・国家存立につながるイメージを表現

産業競争力確保

発展を支える人材育成（ミッションを通じた養成、大学院教育、宇宙教育支援など）

実利用との結節点
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宇宙開発利用の相関関係のイメージ
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［宇宙基本法の要点］
•6つの基本理念（①宇宙の平和的利用、②国民生活の向上等、③産
業の振興、 ④人類社会の発展、⑤国際協力等、⑥環境への配慮）

•宇宙開発戦略本部の設置
•宇宙基本計画の策定

平成20年5月 宇宙基本法 成立・公布
◎宇宙開発利用に関する施策を 総合的
かつ 計画的に推進させるため、自民・公
明・民主の 共同提案により、平成２０年５
月に成立・公布。８月に施行。

H22年5月 「宇宙分野における重点施策について」
（宇宙開発戦略本部決定）
・世界に冠たるマーケット・コミュニティの創出
・宇宙外交と我が国の宇宙利用の海外展開
・イノベーションエンジンとしての最先端科学･技術力の強化

H22年8月 「当面の宇宙政策の推進について」
（宇宙開発戦略本部決定）
・宇宙の利用がドライブする成長の実現
・宇宙外交の推進
・最先端科学・技術力の強化

H22年6月 「新成長戦略」 （閣議決定）

宇宙開発利用の推進（小型衛星・小型ロケット
の開発、アジアを中心とした需要の取込み、最
先端宇宙科学・技術による競争力の確保、等）

※「日本再生のための戦略に向けて」 （平成23年8
月閣議決定）においても、「目標・工程を堅持」

H23年12月 日本再生の基本戦略（閣議決定）

・宇宙空間の開発・利用の戦略的な推進体制
の構築
・日本ブランドの再構築 等

H21年6月 「宇宙基本計画」

（宇宙開発戦略本部決定）

研究開発力を高めつつ、利用重視へ政策転換。

優れた技術・人材等の底力を最大限活用し、「国
民生活の向上」、「国際貢献」を目指す。

［宇宙基本計画の要点］
•宇宙開発利用の推進に関する政府の基本的な方針
•宇宙開発利用に関し政府が総合的かつ計画的に実施すべき施策
•今後１０年程度を見通した５年間の政府の施策

宇宙基本法（2008年制定）について
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○宇宙開発利用は、産業の発展、安心・安全で豊かな社会の実現のほか、宇宙に関する人類共通の知的資
産の拡大等にも貢献する分野であり、国家戦略の一つとして政府をあげて推進すべきもの

○平成20年5月に成立した宇宙基本法に基づき、内閣に設置された宇宙開発戦略本部を中心に総合的かつ
計画的に推進

○宇宙政策の司令塔機能の強化を図るべく、内閣府に宇宙戦略室を設置（平成24年７月）

※利用省庁・・・内閣官房内閣衛星情報センター、国土交通省、気象庁、防衛省、環境省など

○宇宙開発戦略本部

本部長 内閣総理大臣

副本部長 内閣官房長官

宇宙開発担当大臣

本部員 本部長及び副本部長
以外の全ての国務大臣

○宇宙政策委員会

･委員（７名）は全員非常勤

･会議は非公開

･委員：

青木節子（慶応大学総合政策学部
総合政策学科教授）

葛西敬之（東海旅客鉄道株式会社
代表取締役会長） 【委員長】

中須賀真一（東京大学大学院工学
系研究科教授）

松井孝典（千葉工業大学惑星探査
研究センター所長、東京大学名誉
教授） 【委員長代理】

松本紘（京都大学総長）

山川宏（京都大学生存圏研究所宇
宙圏航行システム工学分野教授）

山崎直子（宇宙飛行士）

新しい宇宙開発利用推進体制について（2012年）
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ユーザー産業

（社）日本航空宇宙工業会資料

（平成23年度）より作成

宇宙利用サービスに必要な民生用機器を製
造する産業
- カーナビ、衛星放送受信装置、GPS機能付携帯電話など

宇宙利用サービスを購入・利用する産業
- 農林水産、交通、資源開発、防災など

ロケット、衛星、宇宙ステーション、地上局などを製造す
る産業

宇宙インフラを利用してサービスを提供する産業
- 衛星通信、衛星画像提供、測位サービス、宇宙環境利用など

宇宙機器産業

宇宙利用サービス産業

ユーザー産業

宇宙産業宇宙産業
約１兆円

約３．８兆円

宇宙関連
民生機器産業

約４．３兆円

宇宙利用

サービス産業
７，８０0億円

宇宙利用

サービス産業
７，８０0億円

宇宙

機器産業
２，６００億円

宇宙

機器産業
２，６００億円

日本の宇宙産業の分類と現状
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Q/N Rocket 計画
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1963
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H-IIB1996
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1981 1986

H-I

1986
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1981

N-II

N-I

1976
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※点線は開発期間、実線は運用期間、数字は打上げ数を示す。

5機

15機

8機

7機

7機

8機

9機

7機

21機

3機
81機（K-9M型）

3機

運用中

運用中

開発中

自主技術による開発
1981

M-4S～M-3S

1985

Baby Rocket
1955-56(S,T,R計13機)

米国から技術導入

JAXAの液体ロケット及び固体ロケットの開発経緯
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気象観測分野

「衛星調達に関する日米合意」(1990)以降は、

政府の実用衛星は公開調達（安全保障目的
は除く）

1970年

1970 おおすみ
（日本初の衛星）

2000年
2003

JAXA発足

データ中継技術衛星
「こだま」（DRTS）

通信・放送分野

超高速インターネット
衛星「きずな」

（WINDS）

通信放送技術衛星
「かけはし」
（COMETS）

気候変動観測
衛星（GCOM-C）

技術試験
衛星Ⅷ型
「きく８号」
（ETS-VIII）

温暖化、炭素
循環の監視

地球観測分野

民間（JSAT等）が衛星通信事業を実施

気象庁が気象衛星観測を実施

陸域観測技術衛星
2号 3号

資源探査、国土利用

打上げ済み

打上げ予定

2010年

光衛星間通信
実験衛星

「きらり」（OICETS）

1987

2006

2008

1997

2005

1996

2009

2006

1998

1992

2002

2002

2012

2013

2005
地球観測サミット

ASTER（METI）
（NASAテラ衛星）

1999

米LANDSAT衛星
データ受信

AMSR-E
（NASAアクア衛星）

2002

NTT,NHKと共同で衛
星を開発、実証

気象庁と共同で衛星
を開発、実証

気候変動、水
循環の解明

災害の監視
森林等の観測

測位分野

準天頂衛星初号機
「みちびき」

2010

2015 20162013

2012
ASNARO
（METI）情報収集衛星安全保障分野

1990

海洋観測衛星
「もも1号、1号b」

（MOS-1, 1b）

地球資源衛星
「ふよう」（JERS-1）

地球観測プラット
フォーム衛星

「みどり」（ADEOS）

熱帯降雨
観測衛星
（TRMM）

環境観測技術衛星
「みどりⅡ」（ADEOS-II）

温室効果ガス観測技術
衛星「いぶき」（GOSAT）

陸域観測技術衛星
「だいち」（ALOS）

二周波降水ﾚｰﾀﾞ
（NASA全球降水

観測計画）

雲ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞﾚｰﾀﾞ
（ESA雲ｴｱﾛｿﾞﾙ

放射ﾐｯｼｮﾝ）

水循環変動観測衛星
「しずく」（GCOM-W）

次世代情報
通信衛星

データ中継
衛星後継機

温室効果ガス観
測技術衛星2号

（GOSAT-2）

JAXAの衛星の開発経緯（1/3）
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提供：JAXA

JAXAの衛星の開発経緯（2/3）
■科学衛星・探査機
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提供：JAXA

JAXAの衛星の開発経緯（3/3）
■科学衛星・探査機
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• 我が国の宇宙開発利用の歴史は、1955年のペンシルロケットに始まり、これ以降、固体ロケットについては、科学衛星打上げ用のロケッ
トとして進化を遂げ、惑星探査機等の打上げが可能なＭ－Ｖまで発展してきた。現在はこれら技術を継承し、機動性や経済性に優れるイ
プシロンを2013年の初号機打上げを目標に開発中である。

• 一方、液体燃料ロケットについては、実利用衛星の打上げを目的として米国からの技術導入により開発を開始した。Ｎ－Ⅰロケットを皮切
りに継続的な開発に取り組み、全段自主技術により世界に比肩できる打上能力を有する大型ロケットＨ－Ⅱを開発し、更に改良を加えた
Ｈ－ⅡＡ/Ｂでは、世界最高水準の成功率(平成24年11月時点で95.8％[24機中23機の成功])を実現するに至っている。

• 国際的な為替動向といった予測困難な要因も加わり、当初想定した国際競争力を得たと言い得ない状況にあるものの、その技術力と信
頼性の観点から高く評価できる成果をあげてきた。

• また、人工衛星については、1970年の日本独自の「おおすみ」の打上げ以降、人工衛星の特徴である広域性や迅速性等を活かし、地球
観測、通信・放送、測位など様々な分野で宇宙利用が進んできたところである。

• 我が国において最も早く利用が進んだ気象観測分野では、1977年当初は当時の科学技術庁と宇宙開発事業団が開発を担当したが、技
術の進展に伴い段階的に気象庁が費用を含め開発分担を増やしていき、2005年以降は気象庁が開発・運用の全てを担当することとなっ
た。気象衛星に関して日本企業は競争力を有するに至っており、これまでの技術開発が結実しつつある分野である。

• 気象以外の分野についても、1980年代の基盤技術の蓄積から始まり、現在は世界最先端の衛星開発・運用能力を獲得し、多様な観測
分野における国際協力を進めるとともに、2006年の陸域観測衛星「だいち」による本格的な観測データの商業販売など衛星データの商業
利用の一般化や３次元の降水量観測レーダに見られる我が国独自の先端衛星技術による地球観測といった形で発展をつづけている。

• また、より商用利用が広がっている分野として、通信・放送や測位をあげることができる。世界中で衛星放送やGPSシステムを活用したｶ
ｰﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑを始めとした幅広い宇宙利用が既に大きなマーケットを作っている。

• このように、宇宙の利用は既に日常生活の一部となっているものも多く、通信・放送、気象、測位等の国内産業規模は９兆円を超えるまで
に至っている。また、途上国においては、地上インフラの整備が容易に進まない場合があり、衛星による通信・放送や災害情報の提供な
どの分野で宇宙利用への期待が大きい状況にある。これらを踏まえると、今後世界的に、更なる宇宙開発利用の拡大が期待される状況
にあるといえる。

• 他方、宇宙開発利用には多くの先端技術が統合されたシステムが必要であり、また、大きな費用を要する場合も多いことから、国際協力
による取組が効果的な分野である。日米露欧加の５極15ヶ国の協力により高度約400kmの地球周回軌道上に有人の宇宙ステーションを
建設、運用、利用する国際宇宙ステーション(ＩＳＳ)計画は、その良い例であり、科学技術分野の国際協力の象徴の一つとなっている。我
が国は、アジアで唯一ＩＳＳ計画に参画し、国際的な信頼を寄せられる国としての地位を築いてきた。

• これにより、宇宙先進国の一員として、例えば世界の１４宇宙機関が構成員として宇宙探査に係る情報共有や意見交換を行う国際宇宙
探査協働グループの議長を現在ＪＡＸＡが務めるなど、今後の国際協働プロジェクトを他のパートナーとともに主導し得る立場を得るに至
ってきた。

我が国の宇宙開発利用の現状
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